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周波数維持限度値の算出に用いる想定需要が送電端需要となる
ことによる運用容量への影響を検討

電力全面自由化に伴い、ライセンス制による同時同量制度が導入され、事業者
間の電気の取引が送電端基準に全面移行する

◆H28年度からの制度変更

H28年度の制度変更による需要算出方法変更Ⅰ.背景

＜連系線の運用に関するもの＞

【移行済】 連系線のマージン

【未移行】 連系線運用容量（今回検討）

【移行済】 発電計画・需要計画・需要実績記録
中給のオンライン需要・エリア予備力

【未移行】 発電所の取引メーター（緩和措置中）

＜需給運用に関するもの等＞

制度変更に伴い、需要の実績値も送電端となるため、周波数維持限度値の
算出に用いる想定需要も送電端需要となる

（従来）発電端需要による周波数維持限度値算出方法

周波数維持限度値 ＝ 発電端需要 × 系統特性定数

（今後）送電端需要による周波数維持限度値算出方法

周波数維持限度値 ＝ 送電端需要 × 系統特性定数

中西地域 東地域

従来 発電端基準 送電端基準

今後 送電端基準 送電端基準

東地域は従来より送電端基準である
ため、中西地域の影響を検討する

運用容量算出基準
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運用容量が送電端基準となることによる影響Ⅱ .影響確認

◆中国九州間連系線（中国向き）

◆中部関西間連系線（関西向き）

発送比率
（送／発）

運用容量（発） 運用容量（送） 差分

97.2% 266万kW
258.6万kW

(＝266×97.2%)
7.4万kW

(＝266－258.6)

発送比率
（送／発）

運用容量（発） 運用容量（送） 差分

97.4% 195万kW
189.9万kW

(＝195×97.4%)
5.1万kW

(＝195－189.9)

周波数維持が制約要因である連系線の運用容量が減少

H29年度の年間運用容量における影響を以下に示す

断面：１月平日昼間帯

断面：１月平日昼間帯
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運用容量減少による社会的影響から対応策検討Ⅲ.対応の

方向性

例えば、ほぼ年間通して周波数維持が制約要因となる関門連系線では、H29年度
の年間利用計画において中国向きの空き容量はほとんどない状況である。
このような状況下で運用容量を縮小すれば系統利用者に影響を与えることとなる。

運用容量を減少させない対応策を検討
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運用容量確保の対応策検討Ⅳ.対応策

検討

周波数維持限度値(送) ÷ 発送比率 ＝ 周波数維持限度値(発)
(=送電端需要×系統特性定数)

上記方法にて、運用容量を算出する場合の課題について検討

従来の発電端基準の運用容量とするために、周波数維持限度値を送電端基準か
ら発電端基準に発送比率を用いて割り戻す

＜算出例＞
258.6kW ÷ 97.2% ＝ 266万kW

周波数維持限度値(送) 発送比率 周波数維持限度値(発)

【算出方法】
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既設ＷＨＭにより従来相当の発電端需要を取得する

従来、電気事業便覧の「Ⅲ需給 10.最大電力(発受電端)の推移」にて発電
端、送電端需要実績が電力会社ごとに記録されていたが、制度変更に伴い、H29
年度版（H28年度実績記載）から、需要に関する記載が無くなるため、発電端
需要実績が公表データにより取得できなくなる

H29年度までは従来相当の発電端需要が取得可能

発電端需要実績の取得方法と取得可能期間Ⅴ.課題1

発電端需要の取得 取得可能期間 備考

中西6社 ○ H30.3 H30.4から随時、発電端→送電端に切り替わるため

◆発電端需要実績の取得方法

発送比率の取得には、各エリアの発電端需要と送電端需要が必要
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発電端需要を用いた運用容量算出可能期間Ⅴ.課題1

Ｎ年度の運用容量はN-4,N-3,N-2年度の発電端需要実績を用いて算出する

N-4年度
需要実績

H32年度以降は発電端基準の運用容量を算出できないため、対応策を検討

N-3年度
需要実績

N-2年度
需要実績

N年度
運用容量

H29年度まで発電端需要実績が取得可能であるため、H31年度までは発電端
基準の運用容量算出可能

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度

需要実績 需要実績 需要実績

需要実績

データ無

運用容量

運用容量

運用容量

需要実績 需要実績

需要実績 需要実績

電気事業便覧により
発電端実績取得可能

発電端需要が取得
できないため、運用
容量(発)算出不可

既設WHMにより
発電端実績取得可能
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Ⅴ.課題2 発送比率の想定

出典：発電コスト検証ワーキンググループ（参考資料２）「各電源の諸元一覧」

エリア・年度毎に異なる所内比率を正確に想定することは困難
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東地域(北海道除く) 中西地域

電源種別 原子力 石炭火力 ＬＮＧ火力 石油火力 一般水力

所内率 ４．０％ ６．４％ ２．０％ ４．８％ ０．４％

過去の発送比率の推移からH30年度以降の発送比率を想定する

所内率 =
発電端H3 −送電端H3

発電端H3

発電端値、送電端値は電気事業便覧による

発送比率 = 100%−所内率

所内比率は電源構成により変化するため、エリア・年度毎に差異があり、一定の傾向
が見られない
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発送比率が想定と異なった場合の影響を検討する

送電端
需要

（97.4）

所内(2.6)

送電端
需要

（97.4）

所内(5.13)

送電端
需要

（97.4）

所内(0.98)

実際の発送比率が想定より高め
（所内率が低め）に推移した場合

実際の発送比率が想定より低め
（所内率が高め）に推移した場合

想定発送比率:97.4%
発電端需要を100と想定して運用

発送比率の想定が困難であること、並びに、想定誤差により生じるルート断時に過度な
周波数低下を招く虞があることにより、現段階では発送比率の想定は実施しない

Ⅴ.課題2 発送比率の想定誤差による影響

運用容量
(想定周波数
維持限度値)

実際の周波数
維持限度値実際の周波数

維持限度値

実際の周波数維持
限度値より安全側
の運用となる

斜線領域で運用す
る場合、実際の周
波数維持限度値を
超える運用となり、
ルート断時には過
度な周波数低下を
招く虞がある

発電端需要

運用容量

周波数維持限度値 ＝ 発電端需要 × 系統特性定数

送電端需要
を発送比率
により割り戻
した発電端
需要



The Kansai Electric Power Co., Inc.

11
運用容量とＧＦ容量の関連性についてⅤ.課題3

運用容量を発電端基準とした場合、系統に与える影響を検討する

将来的に運用容量とＧＦ容量で基準となる需要が異なることとなる

運用容量 発電端基準

ＧＦ容量 送電端基準

【移行済】 発電計画・需要計画・需要実績記録
中給のオンライン需要・エリア予備力

【未移行】 発電所の取引メーター（緩和措置中）

＜需給運用に関するもの等の移行状況(再掲)＞

※GF容量は中給のオンライン需要(WM)からﾘｱﾙﾀｲﾑで算出する
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5.2%MW/Hz

中西地域の系統特性定数カーブ

系統特性定数のカーブは需要の3%のＧＦ容量確保を前提としているが、今後、送電端需要の3%のＧＦ
容量を確保することに対して、運用容量を発電端基準とすることで、ＧＦ容量確保量は不足し、ルート断時に
過度な周波数低下を招く虞がある

送電端基準のＧＦ容量確保量に対して、運用容量を発電端基準とすることで、
ＧＦ容量確保量が不足し、ルート断時に過度な周波数低下を招く虞がある

電源脱落率[%MW]
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ＧＦ容量確保に用いる需要の基準

需要の内訳 各データの算出方法、量
旧一電BG 新電力BG 旧一電BG 新電力BG

中西６社 ○ ○（※） 実績値（発電端） 計画値（送電端）（※）

旧一電G
(発電端)

旧一電G
(送電端)

新電力
(送電端)

(発+送)×3%
送電端×3%

新電力
(送電端)

旧一電G
(発電端)

発電端×3%
新電力Ｇ所内 旧一電Ｇ所内

現在はＧＦ容量確保（旧一電Ｇ）は発電端基準であるものの、将来はＧＦ容量確保は
送電端基準となる。そのため、運用容量を発電端基準とすることで、ルート断時に過度な
周波数低下を招く虞があるため、再検討が必要となる

Ⅴ.課題3

◆現在のＧＦ容量確保に用いる需要の基準

現在

現在、中給のオンライン需要は送電端基準であるものの、GF
容量確保量（旧一般電気事業者G）は発電端基準である

（※）…一部需要として取り込めていないものの、改修予定である

過去 将来
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まとめⅥ.まとめ

○ H29年度までは従来相当の発電端需要を取得可能、かつ、当面(少なく
ともH31年度まで)はGF容量確保（旧一電）は発電端基準であること
から、H31年度までは発電端基準の運用容量を算出する

○ 上記の課題１～３があることからH32年度以降運用容量算出には再検
討が必要となる

・H28年度の制度変更により需要算出方法が発電端から送電端に変更
・運用容量を送電端基準とすると運用容量は減少する
・運用容量減少により系統利用者に影響を与える

・運用容量確保のために発送比率を適用した発電端需要への割戻しを検討

・課題1:H30年度以降は発電端需要の取得ができない
・課題2:発送比率を想定する場合、想定誤差によるリスク(※)あり
・課題3:GF容量は送電端基準となり、運用容量のみ発電端基準とするとリスク(※)あり

背景と
影響確認

対策案検討

＜論点の整理＞

課題

(※)…ルート断時に過度な周波数低下を招く虞があること
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今後の予定Ⅵ.今後

◆需要算出方法変更への対応における検討項目

○需要は発電端ベースから送電端ベースへ変わっており算出方法の見直しの要否検討
①需要算出方法変更の影響確認（済）
②対応策検討（済）

○現状の需要算出方法では、想定需要とN年度実績L1に乖離のある断面が見られ
るため、需要算出方法の見直しの要否検討

N-4年度実績L1
N-4年度実績H3

想定需要＝AVG( , , )×N年度供計H3N-3年度実績L1
N-3年度実績H3

N-2年度実績L1
N-2年度実績H3

実績L1：各月各時間におけるL1需要実績
実績H3：年間におけるH3需要実績
供計H3：供給計画に記載されている年間におけるH3想定需要

【現状の需要算出式】

① 現状の算出式における想定需要と実績L1の乖離検証
② 新たな需要算出方法の検討と影響評価

【今後の予定】
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